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開発許可制度運用指針改正案（新旧対照表）

（Ⅰ．総論）

改 正 案 現 行

Ⅰ．総論 Ⅰ．総論

Ⅰ－１ 開発許可制度の意義 Ⅰ－１ 開発許可制度の意義

開発許可制度は、都市の周辺部における無秩序 開発許可制度は、都市の周辺部における無秩序

な市街化を防止するため、都市計画区域を計画的 な市街化を防止するため、都市計画区域を計画的

な市街化を促進すべき市街化区域と原則として市 な市街化を促進すべき市街化区域と原則として市

街化を抑制すべき市街化調整区域に区域区分した 街化を抑制すべき市街化調整区域に区域区分した

目的を担保すること、都市計画区域内の開発行為 目的を担保すること、都市計画区域内の開発行為

について公共施設や排水設備等必要な施設の整備 について公共施設や排水設備等必要な施設の整備

を義務付けるなど良質な宅地水準を確保するこ を義務付けるなど良質な宅地水準を確保するこ

と、この二つの役割を果たす目的で創設されたも と、この二つの役割を果たす目的で創設されたも

近年 都市計 モータリゼーションの進展等にのである。また、 都市的な土地利用が のである。また、

全国的に展開している状況を 都市的な土地利用が全国的に展開している状画区域外においても より

踏まえ、一定の開発行為については都市計画区域 況を踏まえ、一定の開発行為については都市計画

の内外にかかわらず許可の対象とされたところで 区域の内外にかかわらず許可の対象とされたとこ

あり、都市計画区域の内外を問わず適正な都市的 ろであり、都市計画区域の内外を問わず適正な都

てい た土地利用の実現についてもその役割とされ 市的土地利用の実現についてもその役割とされ

。 。る ところである

その創設当時においては、旺盛な宅地需要など

に後押しされた都市の周辺部における散発的開発

によるスプロールを念頭においていた本制度であ

るが、現在の都市においては、モータリゼーショ

ン等を背景に、広域的な都市機能が無秩序に薄く

拡散することにより、これらの集積を前提として

、 、整備されてきた都市交通をはじめ公共投資 環境

エネルギーなど各方面への悪影響をもたらす懸念

が生じている。本格的な人口減少・超高齢社会に

おいては、このような都市構造上の問題に対応す

、 、る必要があり 開発許可制度の運用に当たっても

これを踏まえて適切に行うことが必要である。

Ⅰ－２ 良好な宅地水準を確保するための開発許

可制度運用の在り方

良質な宅地水準の確保は、具体的には都市計画

法（以下「法」という ）第３３条の技術基準に。

よって担保されるものである。すなわち、一定の

開発行為が行われた場合には、従前とは異なった

規模ないし密度における土地利用が行われること

から、これを許可に係らしめることによって、宅
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地に一定の水準を保たせ、良好な市街地の形成を

図るものである。

一方、既成市街地、新市街地、既存集落等開発

区域の周辺の状況によって、良好な宅地水準を確

保するために道路、公園、緑地等について求めら

れる水準が異なる事情がある場合には、都市計画

法施行令（以下「令」という ）で規定されてい。

る技術的細目のただし書等の運用や技術的細目の

強化又は緩和を行う条例の制定を行うなど、地域

の実情等をよく勘案した運用を行うことが望まし

い。

加えて、開発許可制度に基づき設置された公共

施設等は良好な宅地水準の確保の観点から設けら

れたものであり、適正な管理が行われなければそ

の期待される機能が発揮されないことから、土地

の帰属や管理協定の締結等、その適正な管理を実

現するための十分な配慮をすることが望ましい。

Ⅰ－ 市街化調整区域における開発許可の在り Ⅰ－ 市街化調整区域における開発許可の在り３ ２

方 方

市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域と は、開発を抑制すべき区域であ市街化調整区域

） 、 （ 「 」され（法第７条第３項 、 におい り 都市計画法 以下市街化調整区域 許可し得る開発行為は 法

許可し得る開発行為は法第３４条 第３４条 限定されている。また、原て 各号において という ） で。

限定されている。また、原則として用途地域の指 則として用途地域の指定は行われず、都市施設の

し定は行われず、都市施設の整備、市街地開発事業 整備、市街地開発事業の実施も予定されない。

なお 性格づけ かしながら の性格づけの実施も予定されない。 、こうした 、こうした市街化調整区域

市街化調整区域の中であっても、 の中であっても、保全することが適当な区域などの 既存の集落等

厳しく許可基準を運用することが求められる区域において最低限必要と認められる開発はあること

から、法第３４条は、 計画的な市街化保全することが適当な区域 を除き、地域の実情によっては、

など厳しく許可基準を運用することが求められる 市街化を促進すを図る上で支障がない開発行為、

区域を除き、地域の実情によっては、市街化を促 るおそれがなく市街化区域内において行うことが

進するおそれがなく市街化区域内において行うこ 困難又は著しく不適当と認められる開発行為につ

とが困難又は著しく不適当と認められる開発行為 いて、個別に許可を行う場合もある。

や、地区計画等を策定した上でこれに適合した開 全域を厳しく開発を抑これは、市街化調整区域

発行為 は 制すべき区域として一律に位置づけるのではなについて 個別に許可を行う場合もある、 。

、 、これは、市街化調整区域 優良な農 優良な農地等 優れた自然環境を有する区域においては、 く、

地等、優れた自然環境を有する区域、災害の発生 災害の発生のおそれがある区域その他の保全する

法第３４条を厳しくのおそれがある区域その他の保全することが適当 ことが適当な区域については

な区域については 都市計画区域マスタープラ開発による新たな市街化を許容 運用すべきであるが、

都市計画区域マスタープラン等 ン等を踏まえ区域によっては、計画的で良好な開すべきでないが、

、 スプロールが生じるおそれがない開発行を踏まえ 区域によっては、計画的で良好な開発 発行為、

行為、市街化調整区域内の既存コミュニティの維 市街化調整区域内の既存コミュニティの維持為、

持や社会経済情勢の変化への対応といった事項を や社会経済情勢の変化への対応といった事項を勘

で、更なる 許勘案し必要性が認められる開発行為等 案し必要性が認められる開発行為等については

考え方に基づくものであ市街化を促進するおそれがないと認められるもの 可を行うことも可能との

については る。開発を許可しても差し支えないという
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考え方に基づくものである。 、市街化調整区域における開発許可の在従って

したがって が用途地域の指、市街化調整区域における開発許可 り方については、市街化調整区域

の 定、都市施設の整備、市街地開発事業が予定されの在り方については、市街化調整区域 基本的性

格を踏まえた上で、 基本的性格を踏まえた上で、開発行為法第３４条の趣旨に照らしな ないという

開発行為が行われても支障がない区域であ が行われても支障がない区域であるか、予定建築がら、

るか、予定建築物の用途、目的、規模等が既存コ 物の用途、目的、規模等が既存コミュニティの維

ミュニティの維持や社会経済情勢の変化への対応 持や社会経済情勢の変化への対応といった観点か

といった観点から必要性が認められるか、開発予 ら必要性が認められるか、開発予定区域周辺の公

定区域周辺の公共施設の整備状況、開発行為に係 共施設の整備状況、開発行為に係る公共施設等の

る公共施設等の整備予定などを勘案して適切な開 整備予定などを勘案して適切な開発と認められる

発と認められるか、などについて総合的に勘案し か、などについて総合的に勘案して 行うべ許可を

る。その際、必要に応じ、法の委 り、法第３４条の趣旨に照らしながら、画て行うべきであ きであ

条例や審査基準の制定等を通じて、地 条例や審査基準の制定等を通任に基づく 一的な運用ではなく

域の実情等に応じた運用を行うことが必要であ じて、地域の実情等に応じた運用を行うことが必

る。 要である。

Ⅰ－３ 良質な宅地水準の確保

良質な宅地水準の確保は、具体的には法第３３

条の技術基準によって担保されるものであるが、

既成市街地、新市街地、既存集落等開発区域の周

辺の状況によっては、道路、公園、緑地等につい

て求められる水準が必ずしも一律ではなく地域の

実情によって異なる場合もあることから、技術基

準の運用について画一的に行うのではなく、例え

ば都市計画法施行令（以下「令」という ）で規。

定されている技術的細目のただし書等の運用や条

例で技術的細目の強化又は緩和を行うなど地域の

実情等をよく勘案して運用を行うことが必要であ

る。

また、開発許可制度に基づき設置された公共施

設等は良好な都市環境の確保の観点から設けられ

たものであり、適正な管理が行われなければその

期待される機能が発揮されないことから、土地の

帰属や管理協定の締結等その適正な管理について

も十分配慮することが望ましい。

Ⅰ－４ 審査基準の明確化等 Ⅰ－４ 審査基準の明確化等

開発許可の審査は、地域の実情等を勘案してあ 開発許可の審査は、地域の実情等を勘案してあ

る程度柔軟性のある運用を行うことが望ましい る程度柔軟性のある運用を行うことが望ましい

が、その運用に当たっては開発申請者に必要以上 が、その運用に当たっては開発申請者に必要以上

の負担を求めることがないよう十分配慮すべきで の負担を求めることがないよう十分配慮すべきで

あり、そのためには審査基準の明確化を行い開発 あり、そのためには審査基準の明確化を行い開発

許可手続の迅速化、簡素化に努めることが必要で 許可手続の迅速化、簡素化に努めることが必要で

ある。審査基準の明確化は、開発審査会の審査基 ある。審査基準の明確化は、開発審査会の審査基

準の明確化のみならず、技術基準の運用について 準の明確化のみならず、技術基準の運用について

の審査基準も明確にする必要があり、両方の審査 の審査基準も明確にする必要があり、両方の審査
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基準をあらかじめ公表するなど開発許可制度の公 基準をあらかじめ公表するなど開発許可制度の公

平性、透明性を高める必要がある。 平性、透明性を高める必要がある。

１ １また、開発審査会については、法第３４条第 また、開発審査会については、法第３４条第

号に基づく審査も含め、地域の実情に応じた弾 号に基づく審査も含め、地域の実情に応じた弾４ ０

力的な開発許可制度の運用のため積極的な役割を 力的な開発許可制度の運用のため積極的な役割を

果たすことが期待されるところであり、そのため 果たすことが期待されるところであり、そのため

に開発審査会の一層の充実を図ることが望まし に開発審査会の一層の充実を図ることが望まし

い。 い。

Ⅰ－５ 許可不要の開発行為 Ⅰ－５ 許可不要の開発行為

法第２９条においては、公益上必要な 建 法第２９条においては、公益上必要な建築物に一定の

築物に係る開発行為等について、許可不要と位置 係る開発行為 等についや公的主体が行う開発行為

づけられている。これらの開発行為は、市街化区 て、許可不要と位置づけられている。これらの開

域及び市街化調整区域を問わず公益上必要不可欠 発行為は、市街化区域及び市街化調整区域を問わ

るとともに、無秩序な市街化等のスプ り、開発主体の性な施設であ ず公益上必要不可欠な施設であ

ロールの弊害が引き起こされるおそれがないこと 格に鑑み開発許可制度の趣旨に沿った適切な宅地

許可不要の取扱いとされているところであ 許可不要の取扱いとさから 開発が期待されることから

る。 れているところである。

従って、特に地方公共団体にあっては、許可不

要の取扱いとされた法律の趣旨を十分踏まえ、開

発許可制度の目的が達成されるよう良質な宅地開

発の実施に努める必要がある。


